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１．経営課題
市場環境への慎重な見方と自社展望の前向きさが併存
Ｑ：今後３～５年先の業界の市場規模見通し、貴社の事業展望について、あてはまるものをそれぞれ

１つお選びください。
• 　業界の市場規模見通し・自社の事業展望ともに、「横ばい・現状維持」が過半数を占める。
• 　２番目以下では市場規模に対して「縮小」を見込む企業が多い一方で、自社の事業展望については「拡大」を見込

む企業が多い。このギャップは、厳しい市場環境を前提としつつも、自社の事業展望については相対的に前向き
な見方を示す企業が一定数存在していることを示している。

業界の市場規模見通し 自社の事業展望

拡大見込み 15.3％（217）

55.7％（792）

20.1％（286）

8.9％（127）

横ばい・現状維持

縮小見込み

わからない

29.1％（414）

56.3％（801）

8.3％（118）

5.4％（ 77）

0.8％（ 12）廃業検討

N＝1,422 N＝1,422
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１．経営課題
売上が伸びにくい中で、利益をどう残すかが問われている
Ｑ：売上及び収益の状況について、項目ごとにあてはまるものをそれぞれ１つお選びください。
売上・販売量が横ばいの中で、原材料費や人件費の上昇が続き、収益確保の難易度は高まっている。
•　売上高は横ばい基調

「前期から不変」が 46.5％と最多。増加企業（35.4％）は減少企業（18.1％）を上回るものの、全体としては力強
さに欠ける。

• 　販売量も同様に停滞
「前期から不変」が 52.4％を占め、増加企業は 30.1％、減少企業は 17.5％にとどまる。

• 　原材料・仕入単価は大幅に上昇
「10％以上増加」が 52.2％、「30％以上増加」も 6.5％に達し、増加企業は合計 58.6％。コスト上昇圧力が極めて強い。

• 　販管費（人件費除く）は増加傾向
「不変」が 53.8％と最多だが、「10％以上増加」が 40.2％に達し、固定費は徐々に上昇。

• 　人件費は過半数で増加
「10％以上増加」が 50.1％、「30％以上増加」も 2.7％あり、増加企業は合計 52.7％。人手不足を背景とした賃上
げの影響が顕在化。

売上高
（N＝1,422）

販売量
（N＝1,422）

原材料・仕入単価
（N＝1,422）

販売管理
（人件費を除く）
（N＝1,422）

人件費
（N＝1,422）

前期から概ね30％以上増加 前期から概ね10％以上増加 前期から概ね10％以上減少 前期から概ね30％以上減少前期から不変 無回答

5.8％（83） 29.6％（421） 46.5％（661） 15.3％（217）

4.4％（63）4.4％（63） 25.7％（365） 52.4％（745） 15.5％（220）

6.5％（92） 52.2％（742） 37.6％（535） 3.0％（42）3.0％（42）

1.9％（27）1.9％（27） 40.2％（571） 53.8％（765） 3.4％（49）3.4％（49）

2.7％（38）2.7％（38） 50.1％（712） 43.0％（611） 3.8％（54）3.8％（54）

2.8％（40）

2.0％（29）2.0％（29）

0.8％（11）0.8％（11）

0.7％（10）0.7％（10）

0.5％（7）0.5％（7）
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１．経営課題
成長志向の一方で、「人材」の課題が足かせに
Ｑ：貴社の現状の課題について、主なものを３つまでお選びください。
• 　経営課題として最も多く挙げられているのは「売上拡大（45.2％）」であり、厳しい収益環境の中でも成長を目指

す姿勢が見られる。加えて、「営業力の強化（30.0％）」が 3 割に達しており、売上拡大は市場環境の改善待ちでは
なく、自らの努力による受注力向上で実現しようとする姿勢がうかがえる。

• 　一方で、「人手不足（31.7％）」「人材育成（27.1％）」も上位に位置しており、人的リソースが成長のボトルネック
となっている企業が多い状況が見られる。「人材確保（量）」と「人材育成（質）」が同時に課題として挙がってい
る点は、短期的な即戦力不足と中長期的な組織力強化の双方に課題を抱えている状況と推察される。

• 　その他の項目は大半が 2 割未満にとどまっており、売上・人材といった喫緊かつ実利的な課題に集中していると考
えられる。

売上拡大
10％ 20％ 30％ 40％

N＝1,422

50％

人手不足

営業力の強化

人材育成

業務の効率化
販路開拓（エリア拡大、
地域シェア拡大など）

コスト削減

価格転嫁

事業承継

新規事業開発

新製品・新サービスの開発

資金調達

技術・研究開発

その他

無回答 　0.4%(5)

　0.8%(11)

　5.3%(76)

　6.8%(96)　6.8%(96)

　7.9%(112)　7.9%(112)

　10.9%(155)　10.9%(155)

　11.1%(158)　11.1%(158)

　19.0%(270)　19.0%(270)

　20.0%(285)　20.0%(285)

　21.1%(300)　21.1%(300)

　24.3%(346)　24.3%(346)

　27.1%(385)　27.1%(385)

　30.0%(426)　30.0%(426)

　31.7%(451)　31.7%(451)

　45.2%(643)　45.2%(643)
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１．経営課題
目の前の課題対応が優先され、次の一手は模索段階
Ｑ：貴社で現在取り組んでいる（予定している）ことについて、あてはまるものをすべてお選びください。
• 　現在、取り組む事項は、「人材育成（43.0%）」と「人材の採用（38.0%）」といった「人」に関する取り組みが突出

している。経営課題で上位に挙げられた「人手不足（31.7%）」「人材育成（27.1%）」と整合しており、地方・中小
企業を中心に、人材市場のひっ迫が恒常化していることがうかがえる。

• 　中位層として「デジタル化・IT ツール活用（19.8%）」「DX・AI 活用（19.4%）」「業務プロセスの見直し（18.0%）」
が続いており、人手不足対策として、手間を減らしたり、業務の流れを見直す取り組みが進み始めていると考えら
れる。また、多くの企業では大きな仕組みづくりよりも、現場でできるところから少しずつ改善する形が中心となっ
ていることが推察される。

• 　成長系施策となる「新規事業・新業態の開発（17.1%）」「新製品・新サービス開発（16.5%）」「新分野進出（10.5%）」「不
採算事業からの撤退（4.4%）」「事業・業種転換（2.0%）」は 2 割未満の水準にとどまっており、大きな方向転換に
ついては慎重に見極めながら判断している企業が多いと推察される。

人材育成

人材の採用

デジタル化、ITツール活用

DX、AI活用

業務プロセスの見直し

新規事業・新業態の開発

新製品・新サービス開発

新規顧客の発掘（展示会・
ビジネスマッチング）

ブランディング

43.0％（612）
38.0％（540）
19.8％（282）
19.4％（276）
18.0％（256）
17.1％（243）
16.5％（235）
13.9％（197）
13.5％（192）

経営ビジョンの策定と
従業員への浸透

マーケティング戦略の策定

新分野進出（例：既存の製品・
サービスを新しい市場に展開）

中長期経営計画の策定

業務マニュアルの作成

省エネや脱炭素経営など
環境への対応

ECサイトでの国内販売

不採算事業からの撤退

海外への販路拡大・進出
（越境 EC含む）

12.0％（170）
11.8％（168）
10.5％（149）
  8.9％（127）
  6.1％（  87）
  4.7％（  67）
  4.4％（  63）
  4.4％（  63）
  3.7％（  53）

他社や大学・研究機関
との連携

事業・業種転換

特許、実用新案、商標権
の取得管理

その他

無回答

2.4％（34）
2.0％（29）
1.5％（21）
2.3％（32）
2.4％（34）

N＝1,422
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１．経営課題
経営課題の整理段階に応じて分かれる外部支援ニーズ
Ｑ：貴社で現在取り組んでいることのうち、専門機関のアドバイスが欲しいものをすべてお選びください。
• 　自社単独では限界を感じ、外部知見を求めている領域として、「人材の採用（24.1％）」「人材育成（21.9％）」といっ

た人材に関する項目が突出しており、単なる人の紹介だけでなく、役割設計や育成計画等踏み込んだ人材戦略の
支援が求められていると考えられる。

• 　次に、「DX・AI 活用（16.1％）」「デジタル化、IT ツール活用（15.3％）」が多く、人材不足を背景として、単にツー
ルを導入するだけでなく、業務全体をどう変えるかまで一緒に考えて欲しいというニーズがあると思われる。

• 　「マーケティング戦略の策定（11.3％）」に対して、「新規顧客開拓、ブランディング、新製品開発」などが低位で
あることから、個別の施策よりも事業展開・市場対応に関する取り組みの支援が求められていると推察できる。

• 　「専門機関のアドバイスが欲しいものはない（11.0％）」が中上位に位置しており、何を誰に相談すればよいのかが
分からず、判断がついていない可能性あり。

人材の採用

人材育成

DX、AI採用

デジタル化、ITツール活用

マーケティング戦略の策定

専門機関のアドバイスが
欲しいものはない

新規事業・新業態の開発

業務プロセスの見直し

新規顧客の発掘（展示会・
ビジネスマッチング）

24.1％（343）

21.9％（311）

16.1％（229）

15.3％（217）

11.3％（161）

11.0％（156）

10.0％（142）

  7.6％（108）

  7.5％（107）

新分野進出（例：既存の製品・サービス
を新しい市場に展開）

ブランディング

新製品・新サービス開発

中長期経営計画の策定

経営ビジョンの策定と
従業員への浸透

業務マニュアルの作成

海外への販路拡大・進出
（越境 EC含む）

ECサイトでの国内販売

省エネや脱炭素経営など
環境への対応

7.3％（104）

7.3％（104）

7.0％（  99）

5.3％（  76）

4.2％（  60）

3.7％（  52）

2.6％（  37）

2.4％（  34）

2.2％（  31）

不採算事業からの撤退

他社や大学・研究機関
との連携

事業・業種転換

特許、実用新案、商標権
の取得管理

その他

無回答

2.1％（  30）

2.1％（  30）

2.0％（  28）

0.7％（  10）

2.7％（  38）

9.2％（131）

N＝1,422
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１．経営課題
人材不足は外部環境要因が大きく、個社努力には限界

Qa：人員の過不足状況について、あてはまるものを１つお選びください。
Qb：前問で「不足」「やや不足」とお答えの方にお伺いします。
　　人員不足について、主な要因としてあてはまるものをすべてお選びください
• 　人材が「不足」「やや不足」とする企業は６割に達しており、人材不足は一部企業の問題ではなく、地域全体の課題。
• 　不足要因では「地域、業界・職種の特性上、求職者数が少ない」という外部環境要因が 46.5% と約半数を占め最

多となったことから、個々の賃上げや募集努力だ
けでは対応が難しい実態がうかがえる。

• 　人手不足を前提としつつ、対応策を人材確保に偏
らず、仕事の進め方を抜本的に見直す必要性が高
まっていると考えられる。

【(a) 過不足状況】

【(b) 不足要因】

不足

やや不足

適正

やや過剰

過剰

無回答

N＝1,422 N＝852

19.1％（271）

40.9％（581）

37.9％（539）

  2.1％（  30）

  0.1％（    1）

  0.0％（    0）

12.4％（106）

10.9％（  93）

  8.7％（  74）

  7.7％（  66）

  2.9％（  25）

  0.9％（    8）

地域や業界・職種の特性上、
求職者の母集団が少ない

採用時の賃金・処遇水準が、
他社と比べて見劣りする

勤務地・立地条件が、求職者の
希望と合致しにくい

応募者はいるものの、求めるスキル・
 経験等を満たす応募が少ない
自社の魅力・強みが求職者に

十分伝わっていない
採用活動を担う従業員や時間を

十分に確保できていない
業務負担や職場環境の面で、
入社後に長く働き続けにくい

福利厚生が他社に比べて見劣りする

業務の進め方や分担の見直しが不十分で、
人手に頼る業務構造になっている

求人媒体や人材紹介、デジタル活用などの
採用手法が限定的である

その他

無回答

46.5％（396）

27.7％（236）

21.2％（181）

19.5％（166）

16.8％（143）

14.7％（125）
不足

やや不足

適正

やや過剰

過剰

無回答

N＝1,422 N＝852

19.1％（271）

40.9％（581）

37.9％（539）

  2.1％（  30）

  0.1％（    1）

  0.0％（    0）

12.4％（106）

10.9％（  93）

  8.7％（  74）

  7.7％（  66）

  2.9％（  25）

  0.9％（    8）

地域や業界・職種の特性上、
求職者の母集団が少ない

採用時の賃金・処遇水準が、
他社と比べて見劣りする

勤務地・立地条件が、求職者の
希望と合致しにくい

応募者はいるものの、求めるスキル・
 経験等を満たす応募が少ない
自社の魅力・強みが求職者に

十分伝わっていない
採用活動を担う従業員や時間を

十分に確保できていない
業務負担や職場環境の面で、
入社後に長く働き続けにくい

福利厚生が他社に比べて見劣りする

業務の進め方や分担の見直しが不十分で、
人手に頼る業務構造になっている

求人媒体や人材紹介、デジタル活用などの
採用手法が限定的である

その他

無回答

46.5％（396）

27.7％（236）

21.2％（181）

19.5％（166）

16.8％（143）

14.7％（125）
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１．経営課題
経営課題の優先順位は、人員状況の違いによって変わっている
Qa：人員の過不足状況について、あてはまるものを１つお選びください。
Qb：貴社の現状の課題について、主なものを３つまでお選びください。
• 　人員が不足している企業では、約 7 割が「人手不足」を経営課題として挙げており、まずは足元の人員確保や現場

対応が経営の最優先事項となっている状況がうかがえる。
• 　一方、人員が「適正」「やや過剰」とする企業では、「売上拡大」「営業力強化」といった、市場開拓や成長に関す

る課題認識が相対的に強くなっている。

【Qb課題】 全体 売上拡大 営業力の
強化

販路開拓
（エリア拡 
大、地 域
シェア拡
大など）

新規事業
開発

新 製 品・
新サービ
スの開発

技術・研
究開発

価格転嫁 業務の効
率化

コスト
削減

事業継承 資金調達 人手不足 人材育成 その他 無回答

【Qa人員】
全体 （1422） 643

45.2
426
30.0

300
21.1

155
10.9

112
7.9

76
5.3

270
19.0

346
24.3

285
20.0

158
11.1

96
6.8

451
31.7

385
27.1

11
0.8

5
0.4

不足 （271） 115
42.4

76
28.0

39
14.4

33
12.2

8
3.0

8
3.0

47
17.3

67
24.7

41
15.1

30
11.1

17
6.3

189
69.7

89
32.8

0
0.0

0
0.0

やや不足 （581） 235
40.4

174
29.9

130
22.4

53
9.1

48
8.3

38
6.5

120
20.7

161
27.7

109
18.8

58
10.0

40
6.9

228
39.2

171
29.4

5
0.9

0
0.0

適正 （539） 278
51.6

160
29.7

121
22.4

64
11.9

50
9.3

28
5.2

97
18.0

113
21.0

128
23.7

67
12.4

34
6.3

34
6.3

118
21.9

5
0.9

5
0.9

やや過剰 （30） 15
50.0

16
53.3

10
33.3

5
16.7

6
20.0

2
6.7

6
20.0

4
13.3

6
20.0

3
10.0

4
13.3

0
0.0

7
23.3

1
3.3

0
0.0

過剰 （1） 0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

1
100.0

1
100.0

0
0.0

1
100.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

0
0.0

（注）全体との比率の差
全体+10％
全体+  5％
全体 ―   5％
全体 ―10％
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１．経営課題
人材確保策はコストを伴う施策に集中
Qa：人材確保のために実施している取り組みについて、あてはまるものをすべてお選びください。
• 　人材確保の取り組みは「賃金・処遇改善（64.0％）」「柔軟な働き方の導入（44.8％）」など、コストを伴う対応に集

中している一方で、「デジタル化・省力化（20.6％）」「業務プロセスの見直しによる効率化（16.5％）」「採用エリア
拡大（9.3％）」といった構造的対応は実施率が低い。

• 　人材確保への対応は、コストが伴う即効性のある施策が先行している一方で、体制の見直しを含む中長期的な対応
には踏み込めていないと考えられる。

賃金・処遇、福利厚生等の見直し

柔軟な働き方の導入(勤務時間・日数・場所等)

求人サイトや人材紹介会社などを活用した採用

人材育成を通じた、従業員の能力・スキル向上

仕事内容や職場の魅力を伝える情報発信の強化

従来の採用基準にとらわれない人材要件の柔軟化(未経験者採用等)

デジタル化・設備投資等による業務の効率化・省力化

業務プロセスや役割分担の見直しによる業務の効率化

高校・大学等の教育機関との連携 (インターン・共同プログラム等)

採用エリアの拡大(採用活動の広域化、リモート勤務を前提とした採用等)

副業人材、外部人材(フリーランス・プロ人材等)の活用

その他

無回答

10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

 10.1%（144） 10.1%（144）

 1.9%（27） 1.9%（27）

 5.7%（81） 5.7%（81）

 9.3%（132） 9.3%（132）

 11.1%（158） 11.1%（158）

 16.5%（234） 16.5%（234）

 20.6%（293） 20.6%（293）

 22.0%（313） 22.0%（313）

 22.3%（317） 22.3%（317）

 24.4%（347） 24.4%（347）

 36.5%（519） 36.5%（519）

 44.8%（637） 44.8%（637）

 64.0%（910） 64.0%（910）

N＝1,422
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後継者候補はいる

後継者を決めていないが、
事業継続したい

自分の代で廃業する予定

M&A等で会社を譲渡する予定

その他

無回答

既に後継者を決めている 20.9％（297）

25.5％（362）

34.5％（491）

8.2％（117）

2.8％（  40）

8.1％（115）

0.0％（    0）

47.0％（540）

22.0％（253）

13.7％（158）

12.9％（148）

11.7％（135）

11.0％（126）

1.7％（  20）

後継者育成や引継ぎのための
時間・体制が不足

事業承継に必要な資金・財政面の
準備不足

事業承継に伴う税負担が重い

家族内・社内で後継者の合意形成が難しい

後継者候補が働きたいと思える環境・条件が
整っていない

取引先や従業員の理解・協力が得られない

後継者候補の経営能力・経験不足

１．経営課題
事業承継の意思は強いが、準備はこれから
Qa：事業承継の予定・意向について、あてはまるものを１つお選びください。
Qb：「既に後継者を決めている」「後継者候補はいる」「後継者を決めていないが、事業継続したい」のいず

れかをお答えの方にお伺いします。事業承継を行う上での課題について、あてはまるものをすべてお
選びください。

• 　多くの経営者が事業継続の意思を持つ一方で、後継者が未定の企業も多い。
• 　最大の課題は後継者候補の経営能力・経験不足。制度や資金よりも人材育成と時間確保が、承継を左右する本質的

な要因であることがうかがえる。

Qa：事業承継の予定・意向 Qb：事業承継の課題（全て）上位７項目N＝1,422 N＝1,150
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１．経営課題
IT 化は“攻め”より“日常業務の負担減”が優先
Ｑ：IT化を進めたい分野について、あてはまるものをすべてお選びください。
• 　IT 化の分野は、「間接部門（30.6%）」が最も多く、勤怠管理、給与計算、経費精算など身近な業務・事務作業を減

らしたいと考える企業が最も多い。人材不足とする企業や事業展望が拡大見込みとする企業は優先度が高い。
• 　「どの分野から着手すべきかわからない（19.0％）」が 2 番目に多い一方、事業拡大見込みの企業は 9.7％と 9.3 ポ

イント下回っている。事業拡大見込み企業は IT 化の方向性がある程度定まっている一方、全体としては IT 投資と
経営成果の結びつきが描けていないと推察される。

• 　営業やマーケティング関連への関心は 10％台で、関心はあるものの、間接部門ほどの切迫感には至っていないと
うかがえる。

【ALL】 【人員 /不足＋やや不足】 【事業展望 /拡大見込み】

N＝1,422

どの分野から着手すべきかわからない

ITインフラ・セキュリティ

間接部門（人事・総務・経理など）

サービス・アフターサポート

営業・販売

マーケティング

物流・在庫管理

製造・生産

調達・購買

研究・開発（R&D）

企画・戦略

無回答

N＝852 N＝414

18.7％（266）
  7.9％（112）
30.6％（435）
  8.7％（124）
19.0％（270）
  9.4％（134）

13.9％（198）
  5.5％（  78）
10.0％（142）
14.2％（202）
14.2％（202）
14.5％（206）

18.9％（161）
  8.0％（  68）
35.0％（298）
  9.3％（  79）
19.1％（163）
  8.7％（  74）

13.8％（118）
  6.3％（  54）
10.2％（  87）
14.9％（127）
14.0％（119）
15.3％（130）

22.5％（  93）
10.9％（  45）
36.0％（149）
11.4％（  47）
  9.7％（  40）
  5.8％（  24）

23.2％（  96）
  8.5％（  35）
15.0％（  62）
19.8％（  82）
20.8％（  86）
22.0％（  91）
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２．サステナビリティ
脱炭素対応は二極化しつつ、取り組んでいる企業は着実に増加
Ｑ：貴社の「脱炭素」に対する取り組みについて、現在の取り組み状況を 1つお選びください。
• 　脱炭素への対応について、前回調査との比較では、取り組みを開始した企業が増えている一方で、取り組み予定が

ない企業は微増している。全体としては対応が分かれている状況。
• 　「検討中」だった企業が実際の取り組みに踏み出す動きが見られるため、脱炭素に取り組む企業はできるところか

ら少しずつ始める企業が増えている。
• 　ただし、取り組みを始めたものの、「あまり進んでいない」と感じている企業も少なくなく、次の一歩をどう進め

るかが悩みになっている状況がうかがえる。

大いに進んでいる   2.0％（  28）

37.6％

  8.0％

やや進んでいる 13.3％（189）
あまり進んでいない 22.3％（317）

近いうちに取り組みを開始する   1.5％（  22）
時期は未定だが取り組みを開始

しようと検討している
時期は未定だが取り組みを
開始しようと検討している  6.5％（  93）

現時点では取り組みを行う予定
はなく、検討もしていない 54.4％（773）

無回答   0.0％（    0）
N＝1,422

すでに取り組みを
開始している 21.0％（352）

近いうちに取り組みを
開始する   4.2％（  70）

20.9％（351）
現時点では取り組みを行う予定

はなく、検討もしていない 53.4％（896）
無回答   0.5％（    9）

N＝1,678

+

－

【今回調査】 【前回調査】
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取り組むメリット・意義が感じられない

取り組むためのノウハウやスキルが
不足している

取り組む時間や余力がない
（優先度が低い）

脱炭素に関する知識不足
（情報収集の方法がわからない）

業績向上の効果が得にくい

設備投資額の負担が大きい

国などの規制・ルールがわかりにくい
取り組むための推進方法や人材育成の

方法がわからない
同業者間で統一指標 （目標） がない

周囲に取り組んでいる企業がおらず、
率先して動けない

適切な教育が受けられる仕組みが存在しない

その他

無回答

25.5％（363）
27.6％（392）

25.0％（356）
24.0％（341）
16.0％（228）
15.8％（225）
10.3％（147）
  8.2％（117）

  7.6％（108）
  2.0％（  29）
  3.0％（  43）
  3.9％（  56）
  8.1％（115）

補助金や助成金、融資制度等の充実

セミナー等による情報提供

社内の人材育成への支援
GHG排出量算定や目標設定、削減計画

策定の支援
脱炭素に関する取組みへの顕彰制度・

公的認定制度
自社への専門家派遣

専門人材の採用支援

その他

無回答

45.9％（652）
33.1％（471）
12.9％（184）
  7.8％（111）
  6.7％（  95）

19.9％（283）
  2.5％（  36）
  2.5％（  36）
  4.6％（  66）

N＝1,422 N＝1,422

２．サステナビリティ
脱炭素は「必要性は感じるが、進め方が見えにくい」段階
Qa：脱炭素を取り組む上での課題について、あてはまるものをすべてお選びください。
Qb：脱炭素を取り組む上で有効と思う（受けたい、活用したい等）支援策について、あてはまるものを
　　３つまでお選びください。
• 　脱炭素の取り組みについて、認識はある一方、経営へのメリットが見えにくく、「具体的な進め方が分からない」
「優先度が低い」と感じている企業が少なくない。

• 　まずは費用負担を抑えながら情報を整理し、現実的に進められる形での支援を求める状況がうかがえる。

Qa【取り組み課題】 Qb【受けたい支援策】
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３．調査内容
属性のほか、経営課題・海外進出・サステナビリティをテーマに下表について質問

属　
性

Q1 売上高で最も大きなウエイトを占めている業種
Q2 本社が所在する場所
Q3 業歴（創業年ではなく年数）
Q4 資本金
Q5 従業員数（役員、パート・アルバイトを除く）
Q6 前回決算時の年間売上高
Q7 経営者（代表者）の年齢
Q8 経営者（代表者）の代表在任年数

経　
営　
課　
題

Q9 今後３〜５年先の業界の市場規模の⾒通し
Q10 今後３〜５年先の自社の事業展望
Q11 成⻑の要素として重視しているもの

Q12 売上高、販売量、原材料・仕入単価、販売管理費（人件費を除く）、
人件費の状況

Q13 自社の現状の課題
Q14-1 現在取り組んでいる（予定している）こと

Q14-2 現在取り組んでいることのうち、専門機関のアドバイスが欲し
いもの

Q15 人員の過不足状況
Q16 人員不足の主な要因
Q17-1 人材確保のために実施している取り組み

Q17-2 人材確保のために実施している取り組みのうち特に効果が高い
もの

Q18 IT化を進めたい分野
Q19 事業承継の予定・意向
Q20 事業承継を行う上での課題
Q21 後継者へ事業承継を行う場合に必要な期間

海　
外　
進　
出

Q22 海外進出への興味・関心
Q23 具体的に興味・関心がある国・地域
Q24 興味・関心があるビジネス
Q25 海外進出を検討する際に重要な要素
Q26 海外におけるビジネス展開に際して有益と感じる支援

サ　
ス　
テ　
ナ　
ビ　
リ　
テ　
ィ

Q27 脱炭素に対する現在の取り組み状況
Q28 脱炭素の取り組みを始めた（取り組みを予定・検討している）契機
Q29 脱炭素に対する外部関係者からの要請

Q30 外部関係者からの要請を受けて取り組んでいる（取り組みを予
定・検討している）場合の要請内容

Q31 脱炭素に取り組む動機
Q32-1 脱炭素に向けての取り組み内容

Q32-2 脱炭素に向けて今後取り組みたいこと（現在「取り組んでいる」
もの以外）

Q33 脱炭素に取り組む上での課題
Q34 脱炭素に取り組む上で有効と思う（受けたい、活用したい）支援策
Q35 脱炭素に対する今後の取り組みスタンス

Q36 脱炭素について「外部からの要請など必要が生じた場合には対
応する」場合に対応しようと思う外部関係者

Q37 脱炭素に「現時点では取り組む予定はない」と思う理由
Q38 「自然資本・生物多様性」という言葉に対する理解
Q39 「自然資本・生物多様性」の保全と自社の事業との関連性
Q40 「自然資本・生物多様性」に対する現在の取り組み状況
Q41-1 「自然資本・生物多様性」に関する取り組み内容

Q41-2 「自然資本・生物多様性」に関して今後取り組みたいこと（現在
「取り組んでいる」もの以外）
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